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事例）東広島市の市民（妊娠期夫婦）への両親学級に「親のがっこう」の講座提供

　　　　　　　　　　　　年間 約250組（500名）にお届け

　　　　　　　　　　　　東広島市出生数は、1,300名程度

＜妊娠期に家事育児分担を話し合えるように「夫婦コミュニケーション」に介入する必要性＞

（1）希望する家事育児分担割合は 5対5が4割で最多であるが、実際は約 2割の夫婦しかそれを実現

できていない→家庭内の家事育児負担感は依然として女性に偏っている

（2）子育て中の人が企業に求めることの第 5位（24.8%）、4人に1人が「家事育児分担の見直しに関す

る支援」と回答

→家庭内の家事育児役割分担の適正化を企業がサポートすることは、企業の社員のキャリア支援

（キャリアアップ思考がある人の応援になる）になる

→家庭内の家事育児役割分担の適正化を夫婦だけで（本人たちだけで）行うことが難しいということ

（３）希望する働き方ができている人は、配偶者との会話で家事育児の分担について定期的に話し

合っている、との回答割合が最も高く、「配偶者と特に行っていることはない」と回答した人は希望する

働き方ができていない

→両立がうまくできている夫婦は、情報共有の頻度や量が多く、家庭内の夫婦の関係性は共働き世

代にとって最重要項目であることがわかる

出典：共育プロジェクトが2026年6月に実施した「若年層における仕事と育児の両立に関する意識調査（速報）」
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